
 

1 

第１章 計画の概要 
第１ 計画策定にあたって 

１ 計画策定の背景と趣旨 

 本市は、超高齢社会を迎えている中で、「第２次安来市総合計画」において「活力」、「快

適」、「らしさ」、「つながり」、「安心」の五つの理念のもと、「生きがいをもって充実した日々

を送れるまちづくり」、「健康的な日常生活を送れるまちづくり」、「みんなで支えあうまち

づくり」、「安心して日常生活が送れるまちづくり」といったまちの姿を描き、市民が年齢や

性別、障がいのあるなしに関わらず、住み慣れた地域で安心して生活できるよう、福祉や医

療のサービス提供とともに地域住民による支え合い活動を支援することを目指しています。 

 平成 37（2025）年には、団塊の世代の全てが後期高齢者（75歳以上）になり、要支援・

要介護認定者、認知症の高齢者、単身あるいは夫婦のみの高齢者世帯が増加すると見込ま

れています。 

 本市においては、平成 29 年９月末現在の総人口は 39,513 人で、平成 24 年から平成 29

年までの５年間で 2,310人減少する一方、65歳以上の人口は 13,981人で 1,010人の増加、

割合は 35.4％となり、4.4ポイント上昇しています。 

 また、平成 37年には、総人口は約 4,000人減少し 35,456人程度、65歳以上の高齢者人

口は 13,302人、高齢化率は 37.5％に達するものと推計されています。 

 このような背景から、本計画は平成 37 年を見据えた計画とし、第６期計画（平成 27 年

度～平成 29 年度）の理念や考え方を引き継ぐとともに、「地域包括ケアの深化・推進」や

「認知症対策の充実」に取り組み、「持続可能な介護保険制度の運営」を確立する中で、高

齢者が生きがいを感じ安心して生活を続けることができるように、高齢者の暮らしを地域

全体で支える地域共生社会の確立に向けた取組を進めていきます。 

 

２ 法令等の根拠 

 本計画は、老人福祉法第 20条の８の規定に基づく「老人福祉計画」（本市においては「安

来市高齢者福祉計画」と呼びます。）と、介護保険法第 117条の規定に基づく「介護保険事

業計画」を根拠としており、双方の調和が保たれるよう一体的に策定します。 
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３ 計画の性格 

 安来市高齢者福祉計画は、介護を必要とする高齢者だけでなく、65 歳以上の全ての高齢

者を対象とした、生きがいづくりや日常生活の支援、福祉水準の向上など、高齢者に係る保

健・福祉事業全般を対象とする計画です。 

 介護保険事業計画は、介護保険法制定の趣旨・目的を踏まえ、本市における介護または介

護予防を必要とする全ての高齢者が、可能な限り住み慣れた地域や家庭において、自らの

意思に基づき利用する介護保険サービスを選択し、自立した生活を送れるよう、必要とな

るサービス量やその確保の方策等についてとりまとめたものです。 

 要介護等認定者を含む全ての高齢者を対象とした高齢者福祉計画と、介護保険サービス

に関する介護保険事業計画は、相互が連携することにより、総合的な保健・福祉事業の展開

が期待されているため、本市では両計画を一体的な計画として策定し、とりまとめていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料: 三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング 

「＜地域包括ケア研究会＞地域包括ケアシステムと地域マネジメント」 

高齢者福祉計画 
（地域における高齢者福祉事業に係る総合的な計画） 

 

・介護予防サービス・介護サービス提供体制の整備、推進 

・地域支援事業、健康づくりの推進 

・認知症高齢者支援対策の推進 

・地域生活支援体制の整備 

・積極的な社会参加の促進 

・高齢者に配慮した生活環境の整備 など 

介護保険事業計画 
 

・要介護等認定者数の推移や推計 

・サービスの利用状況 

・介護サービス等の充実施策 

・介護保険事業に係る費用等の見込み 

・介護保険事業の円滑な推進 など 

地域包括ケアシステム 
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４ 計画の期間 

 本計画の期間は、介護保険法に基づき、平成 30 年度を初年度とする平成 32 年度までの

３年間を計画の期間とし、平成 32年度に、それまでの取組の評価・見直しを行い、平成 33

年度からの次期計画につなげていきます。 

 

 

５ 計画の位置付け 

 本計画は、上位計画である「第２次安来市総合計画」をはじめ、「安来市地域福祉計画」

「健康やすぎ２１」等、関連する他の部門計画との整合にも配慮するものです。 

 また、計画の推進にあたっては、各計画との連携を十分に考慮するとともに、新たな課題

や環境の変化に柔軟に対応できるように配慮します。 

 

◆上位計画・関連計画との整合イメージ◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

    ▲ 

団塊世代が 75歳 

第５期 

計画期間 

平成 24～26年 

(2012～2014) 

第６期 

計画期間 

平成 27～29年 

(2015～2017) 

 

第７期 

計画期間 

平成 30～32年 

(2018～2020) 

第８期 

計画期間 

平成 33～35年 

(2021～2023) 

第９期 

計画期間 

平成 36～38年 

(2024～2026) 

    ▲ 

団塊世代が 65歳 

    2015     2025 

地域包括ケアシステム 

2025年までの見通し 

●介護保険法第 117条 

●老人福祉法第 20条の８ 
根拠法 

【本計画】 

第７期安来市高齢者福祉計画 

介護保険事業計画 

安来市 第２次安来市総合計画 

【関連計画】 

◆健康やすぎ２１ 

◆安来市食育推進計画 

◆安来市障がい者基本計画 

◆安来市障害福祉計画 

◆安来市子ども・子育て支援事業計画   など 

調整 

連携 

安来市地域福祉計画 調整・連携 

調整・連携 
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第２ 国の制度改正について 

１ 地域包括ケアシステムの基本的理念等について 

 国においては、高齢者が可能な限り住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことを可能としていくため、十分な介護サービスの確保とともに、医療、介

護、介護予防、住まい、自立した日常生活の支援が包括的に確保される「地域包括ケアシス

テム」の構築を第５期計画から取り組んでいますが、今計画において、さらなる深化・推進

が求められています。 

 

２ 地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正する法律のポ

イント 

 平成 29 年６月に介護保険法が改正され、高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止、

地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保することに配慮し、サービ

スを必要とする人に必要なサービスが提供されるようにすることが求められています。 

特に、「自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化等の取組の推進」が掲げられた背

景には、高齢者数の増加や利用者の増加、それに伴うサービス量、介護費用の増加などの課

題に対応する必要があります。このように、今後増え続ける介護需要に対応するため、介護

保険制度そのものの持続可能性の確保が課題となっています。 

 

◆介護保険法改正における五つの柱◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①自立支援・重度化防止に向けた保険者機能の強化

等の取組の推進（介護保険法） 

②医療・介護の連携の推進（介護保険法、医療法） 

③地域共生社会の実現に向けた取組の推進等 

（社会福祉法、介護保険法、障害者総合支援法、児

童福祉法） 

④２割負担者のうち特に所得の高い層の負担割合を

３割とする。（介護保険法） 

⑤介護納付金への総報酬割の導入（介護保険法） 

地域包括ケアシステムの 

深化・推進 

介護保険制度の持続可能性

の確保 
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◆「地域包括ケアシステムを強化するための介護保険法等の一部を改正する法律」の公布について◆ 
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